
 
令 和 ４ 年 ９ 月 ９ 日 

航 空 局 空 港 技 術 課 

 

航空インフラプロジェクトの更なる獲得に向け、官民連携による取組を強化 

～第10回「航空インフラ国際展開協議会」総会開催結果概要～ 

 

 

 

 

■開催結果概要 

日時：令和４年９月５日（月） １５時００分～１６時００分 

場所：三田共用会議所（港区三田２－１－８） 

 :対面とオンラインを併用したハイブリッド方式による会議 

議題：今後の海外展開に向けた各取組の報告・紹介 等 

 

○冒頭、今井会長より、世界の航空需要は回復しつつあり、各国の空港関連事業の取り込み

について、時機を逸することなく進めていく必要があり、優位性のある環境技術やデジタ

ル技術を積極的に導入し、空港整備事業や運営・維持管理事業における我が国のプレゼン

スを高めていく必要がある旨発言がありました。また、清水政務官より、今後も、国土交

通省が我が国企業の海外展開に資する活動を支援し、官民連携により航空分野におけるイ

ンフラ案件の獲得に繋がることを期待する旨発言がありました。 

○官民双方からは、これまでの主な取り組みや成果の概要、今後の航空インフラシステムの

海外展開の進め方について発言がありました。 

○双日株式会社からは、パラオ国際空港運営事業について、株式会社日本貿易保険(NEXI)か

らは、最近の主な取り組みの紹介、我が国企業の海外事業の推進に資する制度などについ

て紹介がありました。 

 

■協議会総会出席者（企業等） 

会   長 今井  敬 日本製鉄（株）名誉会長 

副 会 長 平野 啓司 大成建設（株）専務執行役員 国際支店長 

都梅 博之 伊藤忠商事（株）代表取締役 専務執行役員 

（（一社）日本貿易会 経済協力委員会 顧問） 

 国土交通省 清水 真人 国土交通大臣政務官  

その他、委員として、民間企業８４社、関係機関１１機関、オブザーバーとして、関係省

庁３省庁が出席。 

 

９月５日、第 10 回「航空インフラ国際展開協議会」総会を開催しました。 

本総会では、官民双方から、これまでの取り組みの状況について報告されました。 

また、我が国が優位性を持つ環境技術やデジタル技術への対応、官民連携による更なる航空

インフラプロジェクトの獲得に向けた今後の取り組み等について、意見交換を行いました。 

○問い合わせ先 

航空局 空港技術課 空港国際業務推進室／国際展開推進企画調整室 北川、堂元、堀内 

TEL：03-5253-8111（内線49253、48188、48183） 直通：03-5253-8726 FAX:03-5253-1706 
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航空行政を巡る現下の動向と今後の海外展開について
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１－１．これまでの主な取り組み（概要）

（１）プロジェクトの獲得推進に向けた取組み

「今後の進め方」（２０１３年４月第１回協議会） これまでの主な取組み

（２）政府間会合等の場を活用した本邦企業の
プレゼンス強化

（３）案件発掘・案件形成に向けた情報共有・
ネットワークの強化

・官民ミッションをはじめとする相手国政府への働きかけ

・相手国政府への働きかけによる適切な事業環境整備

・二国間の政府間協議の場を活用したセミナーや
ビジネス・マッチング

・空港運営案件発掘調査WGによる案件発掘の推進

・官民の幅広い関係者間で適切に情報共有

■官民ミッション（2017年度以降）
○ 第４回官民ﾐｯｼｮﾝ：フィリピン要人招聘・航空セミナー（2017.2）
○ 第５回官民ﾐｯｼｮﾝ：ベトナム要人招聘・航空セミナー（2018.3）
○ 第６回官民ﾐｯｼｮﾝ：ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ要人招聘・航空セミナー（2019.3）

※令和元年度以降は新型コロナウイルス感染拡大の影響により未実施。
※上記の他インドネシア、ベトナム、フィリピン訪問による取り組みを実施。

（参考） 外国要人との会談時等政府間のトップセールスも多数実施

■海外要人等の空港視察（2017年度以降）
○ 海外要人等の空港視察対応
・インドネシア：国営企業省財務部門長による関西空港視察（2017.4）
・ラ オ ス ：公共事業運輸大臣による成田空港視察（2017.7）
・フ ラ ン ス：航空総局 国際協力部長による関西空港視察（2017.9）
・ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ：航空総局による中部空港視察（2018.8）
・ミ ャ ン マ ー：航空総局 空港基準・安全部長による

成田空港及び中部空港視察（2019.1）
・フ ィ リ ピ ン：下院運輸委会委員長による成田空港視察（2019.3）

政府間会合でのプレゼンス強化・情報発信の強化
・ベトナム、インドネシア、ミャンマー等との交通次官級会合への参加
・技術セミナーへの参加（2020.1 マレーシア）
・情報発信に向けた本邦技術パンフレット作成（2021）
・インドネシアとのスマートエアポート共同研究（2022以降予定）

■情報の共有等（Ｈ29年度以降）
○ 空港運営案件発掘調査WG
・第３回案件発掘WG【サウジアラビア】（2018.3）
・第４回案件発掘WG【ポーランド】（2019.3）
・第５回案件発掘WG【インド】（2021.3）
・第６回案件発掘WG【翌年度調査に向けた意見交換】（2021.12） 1
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No. 国名 プロジェクト 参画企業
運営開始

時期

1 ラオス
ワッタイ国際空港

ターミナル運営事業
JALUX

豊田通商
1999年6月

2 ミャンマー
マンダレー国際空港

運営事業
三菱商事
JALUX

2015年4月

3 パラオ
パラオ国際空港

ターミナル運営事業

双日
日本空港ﾋﾞﾙﾃﾞﾝｸﾞ

JOIN
2019年4月

4 ロシア
ハバロフスク国際空港
ターミナル運営事業

双日
日本空港ﾋﾞﾙﾃﾞﾝｸﾞ

JOIN
2019年10月

5
モンゴル

チンギスハーン
国際空港運営事業

三菱商事
成田空港

日本空港ﾋﾞﾙﾃﾞﾝｸﾞ
JALUX

2021年7月

2019年7月事業権契約締結、コロナの影響により約1年供用が延期

■現在、我が国企業は５件の空港運営事業に参画
■国内実績を活かした質の高い空港運営を提供
■官民一体による取組の推進の効果もあり、近年、獲得案件が増加
■今後も、ODAを活用した整備事業と運営事業の一体的な獲得を推進

１－２．これまでの主な成果（運営事業）

２０２２年８月現在

海外空港運営事業への参画状況

2



■ODA案件を中心に、海外の大型空港整備プロジェクトを日本企業体が受注している

■7件のプロジェクトを実施中（コロナ感染拡大前から取り組んでいたものが契約に至っている）
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No. 国名 プロジェクト 受注企業（日本企業） 契約年

1 エジプト
ボルグ・エル・アラブ
国際空港拡張事業

大成建設 2019年

2
パプア・

ニューギニア
ナザブ空港整備事業

大日本土木
NIPPO

2019年

3
バングラ
デシュ

ハズラット・シャージャラール国際空港
拡張事業（第Ⅰ期）

三菱商事
フジタ

2020年

4 シンガポール

チャンギ国際空港第5～
既存ターミナル

地下トンネル建設事業

大林組
佐藤工業

2020年

5 スリランカ
バンダラナイケ国際空港

改善事業（ターミナルビル）
大成建設 2020年

6 カタール ハマド国際空港拡張事業 大成建設 2020年

7 シンガポール
チャンギ国際空港第2
ターミナル改修事業

竹中工務店 2020年

3

１－３．これまでの主な成果（建設事業）

２０２２年８月現在

海外空港建設事業への参画状況

3

※：コロナ感染拡大の影響は一時期受け、多くの工事は
工期延伸となった



（現下の状況を踏まえ、今後の状況を注視）

★ マンダレー国際空港運営事業
■ 航空機監視システム改良計画

ミャンマー

■ バンダラナイケ国際空港改善事業

スリランカ

◆ チャンギ国際空港第2ターミナル改修事業

シンガポール

□ トクア空港整備事業

パプアニューギニア

１－４．今後注視していく主なプロジェクト（整備・運営中案件（獲得希望案件含む））

■ ★ チンギスハーン国際空港運営事業

モンゴル

■ ハズラット・シャージャラール
国際空港拡張事業

バングラデシュ

☆ ルアンパバーン国際空港運営事業

ラオス

☆ 新マニラ国際空港整備計画事業

フィリピン

◇ スカルノハッタ空港第4ターミナル建設事業

インドネシア

■★Ⓙ パラオ国際空港整備・運営事業

パラオ

◆ ハマド国際空港拡張事業

カタール

■ ボルグ・エル・アラブ
国際空港拡張事業

エジプト

★Ⓙ ハバロフスク国際空港ターミナル整備・運営事業

ロシア

☆ 主要空港運営事業

ウズベキスタン

■ 性能準拠型航法導入に係る
能力開発プロジェクト

タジキスタン

A

■ 主要空港航空安全設備整備計画
■ 航空安全機材運用維持管理能力向上

ネパール

A
A

☆ ウタパオ国際空港拡張・運営事業

タイ

■□ODA等（有償・無償、海外投融資）による空港整備案件
◆◇非ODA等による空港整備案件
★☆空港運営参画

航空管制分野
Ⓙ JOIN参画

■◆★ ： 整備・運営中※案件
□◇☆ ： 選考中、獲得希望案件

※：運営中の空港で整備済みのものを含む

A
A

◆ フーコック国際空港におけるMLAT実証実験

ベトナム

A

4

◆ スワンナプーム国際空港GBAS導入事業

タイ

A

☆ ハズラット・シャージャラール
国際空港運営事業

バングラデシュ

◇ チャンギ国際空港第5ターミナル整備事業

シンガポール

◇ ロンタイン新国際空港建設・運営事業（第1期）

□ ロンタイン新国際空港建設・運営事業（第2期）

ベトナム

（現下の状況を踏まえ、今後の状況を注視）

□☆ ハンタワディー新国際空港整備・運営事業
◇☆ ヘホー空港整備・運営事業
◇☆ ニャンウー空港整備・運営事業

ミャンマー

■ ナザブ空港整備事業

パプアニューギニア

■★ワッタイ国際空港ターミナル運営事業

ラオス



（出典）IATA Air Passenger Forecast  Jun-2022

○ IATA（International Air Transport Association/国際航空運送協会）によれば、
国内線航空旅客需要は2023年に本格的に回復する見通し。（2022年6月時点）

○ 国際線航空旅客需要は2025年には2019年のレベルに完全に回復すると予測

２－１．ＩＡＴＡによる世界の旅客需要の回復見通し

5

20232019 2025



51.9%

46.9%

51.3%

49.2%

34.4%

18.7%

8.8%

6.0%
5.2%

5.3%

6.4%
6.6%

9.1%

14.0% 15.7%

20.8%

27.2%

30.2%
30.0%

31.9%

36.2%

31.5%30.6%

33.8%

29.4%

26.4% 26.6%

27.8%

40.2%

46.4%

39.8%

43.3%

52.2%

48.2%

52.2%

53.3%
53.6%

58.8% 57.6%

47.4%

44.9%45.3%

48.3%

38.1%

40.3%

22.7%

17.7%

17.5%
16.6%19.5%

25.3%

29.9%

26.2%

34.1%

40.0%
45.2%

50.8%

44.7%

37.2%

35.0%
33.9%

43.3%

25.9%

21.5% 21.5%

22.8%
23.9%

26.1%
34.3%

36.6%

35.7%

40.0%
42.1%

40.3%
40.2%

47.0%

38.7%

31.4%

27.4% 26.3%

31.9%

39.5%

37.9%

43.6%

51.7%

47.4%

52.6%
52.7%

56.1%

65.5%

69.8%

63.8%65.4%

68.3%

67.9%

79.1%

92.5%

53.5%

39.6%

33.8%

29.4%

33.6%

38.1%

44.2%
43.7%

48.3%

58.9%

65.1%

75.0%

67.9%

59.5%

61.5%

58.7%

92.2%

63.8%

61.5%

66.0%
64.7%

65.9%

71.0%
75.8%

77.6%

72.4%

81.9% 76.9%
73.0%

72.1%

84.5%

38.7%

27.0%

23.0%

16.6%

7.1%
3.5%

2.5%
1.8%
1.8%
1.6%

1.8%
1.7%

1.8%

1.9%
2.1%

2.3% 2.4%

2.8%2.6%

2.5%

2.4%

3.0%

3.1%

2.8%

3.0%

3.4%

3.3%

3.3%

3.2%

3.3%

3.8%

3.4%

3.9%

3.6%

4.0%

4.1%

4.0%

4.5%

4.6%

5.2%

5.6%

5.8%

5.3%

3.8%
5.3%5.0%

4.1%

3.2%

3.2%
3.3%

4.1%
5.3%

3.7%

3.7%

3.9%

3.6%

4.1%

4.3%

4.0%

4.5%4.5%

4.0%4.7%

4.4%

4.8%

5.5%
5.1%5.0%

5.2%

5.6%

5.4%

5.6%
5.6%

5.8%
6.9%

7.2%

7.1%

7.4%
7.5%

6.9%6.1%

5.5%
6.9%

5.7%

6.4%

5.1%
6.0%

6.3%
6.6%

7.1%
7.7%

9.5%10.0%
11.5%

9.6%

7.2%

9.5%
9.4%

7.2…
7.3%6.7%

8.3%
10.4%

13.6%

10.2%
11.0%

12.4%
13.5%

17.3%
19.0%

18.4%
20.7%
21.0%

19.9%

24.2%

23.3%
23.8%

25.9%
26.4%

26.7%

27.0%

28.4%

29.6%

29.4%
30.2%

30.3%
29.5%

32.2%

0人

500,000人

1,000,000人

1,500,000人

2,000,000人

2,500,000人

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

3/
1

3/
15

3/
29

4/
12

4/
26

5/
10

5/
24 6/

7

6/
21 7/

5

7/
19 8/

2

8/
16

8/
30

9/
13

9/
27

10
/1

1

10
/2

5

11
/8

11
/2

2

12
/6

12
/2

0

1/
3

1/
17

1/
31

2/
14

2/
28

3/
14

3/
28

4/
11

4/
25 5/

9

5/
23 6/

6

6/
20 7/

4

7/
18 8/

1

8/
15

8/
29

9/
12

9/
26

10
/1

0

10
/2

4

11
/7

11
/2

1

12
/5

12
/1

9

1/
2

1/
16

1/
30

2/
13

2/
27

3/
13

3/
27

4/
10

4/
24 5/

8

5/
22 6/

5

6/
19 7/

3

7/
17

7/
31

国内のコロナ感染者数（NHK調べ）

国内線旅客数（全社コロナ前比）

国際線旅客数（全社コロナ前比）

2022年

主要本邦航空会社（大手、中堅、ＬＣＣ）１０社を計上
（ＡＮＡ／ＪＡＬはグループで１社としてカウント）

２－２．本邦航空会社の国内線・国際線旅客数の推移

国際線

国内線

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

（※）「コロナ前比」
▶ 2019年3月1週（2019/3/3）～2020年2月4週（2020/2/29）

における旅客数との比較。
（2020年3月以降のコロナ影響を排除するため）

緊急事態
宣言

Go To トラベル(7/22～12/28)

（※）

緊急事態宣言 緊急事態宣言

2020年 2021年

2022年8月15日時点
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３－１．政府全体の方針と国土交通省における取組

→３つの重点戦略を設定

【政府全体の方針】

海外におけるｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
等のﾘｽｸへの対応力強化

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ変革による課題解
決と中小・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援

国際標準への対応と
策定過程への積極関与

国際協力銀行（ＪＢＩＣ）新融資制度
創設・先進国業務範囲の拡充

官民ﾌｧﾝﾄﾞによるﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を活用したｿﾌ
ﾄｲﾝﾌﾗの事業化支援

５G（Open-RAN）の海外展開、日本式ｺー ﾙ
ﾄ゙ ﾁｪー ﾝ等の国際標準化推進

アジア・ゼロエミッション
共同体

日本の脱炭素技術等の
海外展開支援

ﾄﾗﾝｼﾞｼｮﾝﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ策定支援、水素・ｱﾝ
ﾓﾆｱｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築

JCMﾊﾟｰﾄﾅｰ国拡大、気候変動適応・
緩和策を両立するｲﾝﾌﾗ展開

重要地域への支援と
国際連携の推進

O&M事業参画支援、海底ｹｰﾌﾞﾙ整備、
国際開発金融機関（MDBs）との連携

【国土交通省における取組】

「技術と意
欲ある企業」
の案件形成

国際標準化
の推進と
戦略的活用

〇 パラオ国際空港の運営参画〇 マニラMRT３号線保守
・維持管理

O&Mの参画
推進等
継続的関与の
強化

〇ドローン運航管理システム 〇環境負荷を低減する住宅開発

〇熊本水イニシアティブ
の具体化〇スマートシティ

〇海外向け標準鉄道車両
の展開（STRASYA）

〇コールドチェーン物流の
標準化

〇オンデマンド交通

デジタル・
脱炭素技術
の活用

「インフラシステム海外展開戦略2025」の追補(令和4年6月3日決定)

１：ポストコロナを見据えたより良い回復の着実な実現

２：脱炭素社会に向けたトランジションの加速

３：FOIPを踏まえたパートナーシップの促進

「行動計画2022」に今後取り組む施策を記述 7



強み：定時性、安全性、清潔さ等、総合的に質の高い空港運営ノウハ
ウ、エコエアポート技術、顔認証技術などのスマートエアポート技術
、航空交通システム等の優位性のある技術を有する。

課題：我が国空港オペレーターは海外空港での実績が少なく、
空港オペレーターそのものが限定的。

○新型コロナウイルス感染拡大により、航空需要に大きな影響が生じている
が、空港整備事業への投資は引き続き旺盛な傾向が見受けられ、PPP
等を活用した空港運営案件も増加傾向。

○世界的な空港オペレーター（注）は、古くから海外の空港運営事業に参
画することで多くの経験と実績を積んでいる。

市場動向

今後の展開の方向性

我が国の強みと課題

３－２．航空分野におけるインフラ海外展開戦略（「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2022」より）

≪GBAS概要≫≪スマートエアポート技術≫ ≪エコエアポート技術≫

（注） ADP（仏） 、VINCI（仏）、Fraport（独）、Changi（星）等

（出典：日本電気㈱ HP）

＜航空分野における海外展開の方向性＞

○我が国企業の競争力強化等による空港運営事業の獲得に向けた取組の推進
→ODAによる空港整備事業について、我が国空港オペレーターが計画段階からその後の空港運営を見据えて関与し、空港運営事業の獲得を目指す。

○官民連携強化による案件形成に向けた取組の推進
→タイ・スワンナプーム国際空港におけるGBAS（地上直接送信型衛星航法補強システム）の導入を推進し、その後のASEAN諸国等への展開を目指

す。
→航空インフラ国際展開協議会を通じた取組を継続して実施し、官民連携による積極的な我が国技術等の情報発信や、関心企業と連携した案件発

◎◎掘等の取組を推進する。
○デジタル技術の活用、気候変動への対応、及び国際標準化の推進
→感染対策にも資する顔認証システム等のスマートエアポート技術や、環境配慮に優れたエコエアポート技術等の案件形成を積極的に推進する。
→我が国企業に優位性のある顔認証技術等のスマートエアポート技術の海外展開の機会拡大を図るため、各国での需要や導入動向に関する調査を実

◎◎施するとともに、ICAO等における議論へ参加し、我が国企業の規格の国際標準化を推進する。
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４ー１．今後の取り組み①_第7回空港運営案件発掘調査WGにおける取組（令和4年度実施）

①空港の運営・維持管理等のPPP活用、政府方針、将来
計画の内容等の把握

②我が国企業の参画余地のある空港又は案件を調査

③参画余地のある空港の現状及び、既存の開発・民営化
計画を整理し、我が国企業の参画方法、スキームを調査

案件発掘・案件形成に向けた情報共有・ネットワークの強化

案件発掘・案件形成に向けた情報共
有・ネットワークの強化のため「空港運
営案件発掘WG」をこれまで6回開催
過去のWGでは前年度調査報告を実施

第6回WG及びアンケート
調査で要望のあった以
下2件の調査を令和4年
度に実施

次回第7回WG（本年度
末開催予定）にて結果報
告

１．インドネシア共和国
空港運営等案件発掘調査

① 諸外国空港オペレーターの海外展開動向状況の収
集

② PPPやコンセッション等に係る法制度の整理

③ 事業運営にかかる諸条件、優先交渉企業・運営企
業の選定基準等の収集、比較

２．諸外国の空港オペレーターの動向
及び空港コンセッションに係る制度比較調査
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〈これまでの取り組み〉 〈現在の取り組み〉 〈これからの取り組み〉

令和4年度実施調査

協議会

案件発掘調査の情報を関係事業者に提供するとともに、事業スキームを官民で検討し、我が国事業者の
海外O&M事業への参画を支援する



政府間会合等の場を活用した本邦技術のプレゼンス強化

政府間協議、各種会談、表
敬訪問、セミナー等において
本邦技術のアピール資料とし
て活用

協議会メンバー及び主要国
大使館等を中心に関係者へ
の共有

イベントに応じて、随時最新版パンフレットを共有
※共有に際し、各社様へ都度確認することはございません。

４ー２．今後の取り組み①_航空関連本邦技術のパンフレット集の活用

《本邦技術の情報発信に向けたパンフレット作成》

適宜、掲載技術の追加や掲
載内容のアップデートを実施

高品質を追求する本邦企業が案件受注に至るためには、情報発信の強化を行い、相手国に質の高い本邦

技術への理解を深めていただくことが重要

パンフレット抜粋
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〈現在実施中〉 〈今後実施予定〉 〈これからの取り組み（随時実施）〉

協議会

技術と意欲のある企業の案件形成を図る



「2050年カーボンニュートラル」達成に向け、空港においては、各施設・車両からのCO2排出量削減のための取組みを
進めるとともに、空港の特性を踏まえた再エネ・省エネに係る取組を推進していく必要がある。
航空局においては、これらの取組に係る課題の抽出及び解決に向け、令和3年3月に「空港分野におけるCO2削減に
関する検討会」を立ち上げ、
・空港分野（空港施設・空港車両）の脱炭素に向けた施策
・空港の再生エネルギー拠点化の方策

等の具体的な検討を通じて、空港の脱炭素化について検討を進めている。

空港の脱炭素化の推進

再生可能エネルギー
導入促進

GPU利用の促進

庁舎等の環境負荷低減
屋上緑化の推進 効率的な航空機の運用を

実現する空港整備

クールプロジェクト（新千歳空港）

空港への環境配慮技術の導入推進等

中水利用 地中熱利用

光触媒タイル
（高い抗菌性）

光触媒テント膜（NOxの分解、
セルフクリーニング効果）

電気自動車

照明・灯火のLED化

EV・FCVの導入促進

空港及び空港周辺地域において、環境の保全及び良好な環境の創造を推進する施策を実施している空港を『エコ
エアポート』と定義し、平成15年にガイドラインを策定。現在は第三訂版（平成26年）。
国内主要空港※を対象としてエコエアポート協議会での空港環境計画の策定を義務づけ、毎年度各空港の取り組み
をフォローアップ。

エアフロントオアシス

消音設備の整備

都市計画緑地

防音堤

水質の管理

：省エネルギー（脱炭素）対策

：環境対策

※国管理空港及び共用空港

４ー３．今後の取り組み②_空港における環境に関する取組（概要）

空港における環境に関する取組

エコエアポートの推進

環境配慮技術の導入にむけた調査・事業

水素燃料フォークリフト
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航空局空港
会社



１）円借款事業における主なエコエアポート技術導入（予定含む）

■計画検討中の取組

４ー４．今後の取り組み②_空港における環境に関する取組（これまでの実績等）

空港における環境に関する取組

国名 空港名 スキーム 導入技術 備考

フィリピン 新ボホール空港
ODA

（STEP)
太陽光発電システム 2018年開港

モンゴル チンギスハーン国際空港
ODA

（STEP)
空調システム 2021年開港

エジプト ボルグ・エル・アラブ国際空港
ODA

（STEP)
太陽光発電システム 整備中

バングラデシュ ハズラット・シャージャラール国際空港 ODA 埋設管ダクト 整備中

スリランカ バンダラナイケ国際空港（パッケージA）
ODA

（STEP)
太陽光発電システム 整備中

パプアニューギニア ナザブ国際空港
ODA

（STEP)
埋設管ダクト 整備中

２）エコエアポート研修（継続実施）
ASEAN10カ国を対象（政府関係者、国営・民間空港会社）とした

エコエアポートに関する本邦研修（1週間）の実施

１）JCM（二国間クレジット[1]）の活用 ： 環境省と連携し、JCMを活用した案件形成に取り組む

２）技術協力 : ベトナム（航空機騒音技術・エコエアポートに係る技術協力）（ベトナム当局と調整中）

R3d研修の様子(オンライン開催）

[1] 途上国への温室効果ガス削減技術、製品、システム、サービス、インフラ等の普及や対策を通じ、実現した温
室効果ガス排出削減・吸収への日本の貢献を定量的に評価するとともに、日本の削減目標の達成に活用するもの。

完成予想図 （出典：大成建設）
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■これまでの実績・実施中の取組

■計画検討中の取組

航空局

環境配慮に優れたエコエアポート技術の案件形成の推進



４－５．今後の取り組み②_航空脱炭素化推進の制度的枠組み（国内での取組）

世界各国・各分野でカーボンニュートラル推進の動きが加速する中、昨年度、国土交通省では、2030年～2050年を見

据えた航空分野の脱炭素化を推進するための工程表（ロードマップ）を作成。

今般、工程表等に基づく施策を広く国民的な課題として共有するとともに、各事業者や各空港が主体的・計画的に取組

を進め、適切に説明責任を果たしていくことができるようにするための制度的枠組みを導入。

➡ 航空法・空港法等の改正（両法の目的規定に脱炭素化の推進を位置付け）[令和４年６月10日公布（公布後6ヶ月以内に施行）]

［制度］ ［主な取組内容］（工程表等に掲げた事項）
国が策定する航空脱炭素化推進基本方針

航空運送事業者が策定する
航空運送事業脱炭素化推進計画※1

国土交通大臣

航空運送事業者 空港管理者

○各航空会社の脱炭素化推進に向けた方針
○CO2排出量削減目標（30年時、50年時等）
○目標達成のための取組内容・実施時期 等を記載

国によるフォローアップ
• 航空運送事業／空港脱炭素化推進計画の取組状況の進捗管理（計画の変更認定時等）
• 国土交通省航空局が設置するCO2削減に関する有識者会議等における大局的・専門的議論

航空運送事業者による
協議の求めが可能

空港分野

航空機運航分野

〇機材・装備品等への新技術の導入
〇管制の高度化による運航方式の改善
〇持続可能な航空燃料(SAF)の導入促進

〇空港施設・空港車両からのCO2排出削減
〇再生可能エネルギーの導入促進
〇地上航空機・空港アクセス等からのCO2
排出削減

申請 認定

反
映

※写真提供：関西エアポート㈱

太陽光発電の導入の様子

○航空の脱炭素化の推進の意義や目標
○政府が実施すべき施策
○関係者が講ずべき措置に関する基本的な事項 等を記載

空港毎に、空港管理者、航空運送事業者、ターミナルビル事業者、給油事業者、
のほか、空港脱炭素化推進事業を実施すると見込まれる者、地方自治体等で構成

申請 認定

空港管理者による
協議会の組織が可能

【航空法第131条の２の７】

【航空法第131条の２の８】

※1 各航空運送事業者・各空港管理者の計画策定は任意
※2 認定を受けることによる国有財産法の特例（行政財産

の貸付、上限30年）等を措置

空港管理者が策定する
空港脱炭素化推進計画※1、※2

○各空港の脱炭素化推進に向けた方針
○2030年および2050年のCO2排出量削減目標
○目標達成のための取組内容・実施時期・実施主体 等を記載

【空港法第24条・第25条】

• 地球温暖化対策計画等との調和を図るための基本方針の改定
• 「空港脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン」や整備マニュアルの策定及び改定

国の指針等に関する取組
【航空法第131条の２の７】

空港脱炭素化推進協議会
【空港法第26条】

【航空法第131条の２の10】
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航空局



旅客搭乗橋の航空機への自動装着

ボタン操作により装着可能とすることで、業務を効率化
（徳島、成田、伊丹空港で導入）

※出典（新明和工業）

先進的なバゲッジハンドリングシステム

４ー６．今後の取り組み③_空港におけるデジタル技術の活用

搭乗ゲートチェックイン 保安検査場入口手荷物預入

空港におけるFAST TRAVELの推進

コンベア上の手荷物を３D画面にてリアルタイ
ム監視し、搬送状況、フライト状況を一元管理

※出典（トーヨーカネツ）

チェックインで顔情報を登録すると搭乗ゲートまで顔パス
※出典（成田国際空港HP）

旅客利便性の向上、省人化、非接触化に寄与

顔認証システムや自走式旅客搭乗橋などは、本邦企業に優位性あり
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民間
企業



日本が有するスマートエアポート技術の調査及び
顔認証技術の海外空港の導入状況調査を実施

スマートエアポート技術の海外展開のため、要人招
聘、航空セミナー等の機会を活用して情報発信

ICAO、IATA等の国際機関における議論へ参加し、
我が国企業の規格の国際基準やルール策定の推進

４ー７．今後の取り組み③_スマートエアポート

顔認証技術の海外展開を図るために、国内外の
空港等の調査や国際的な基準やルール策定に向
けた調査を実施

インドネシア運輸省からは、以前より日本のスマートエアポートへの関心が寄せられており、
「共同研究」として、日本の技術を紹介し、案件形成を促進

インドネシア共同研究

顔認証技術の規定（要求精度等）
ＩＣパスポート読取りルール
空港の保安、個人情報取扱いルール 等

について、国際的な基準やルールを設けることで、海外展開の促進に繋げる

顔認証技術の国際的なルール策定
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＜これまでの取組み＞ ＜これからの取組み＞

＜令和４年度の具体的な活動＞

スマートエアポート技術の海外展開 航空局

・デジタル技術を活用した案件形成の推進
・国際的な基準やルールを戦略的に活用した、我が国企業が受注しやすい環境の整備



事業概要

経緯・スケジュール

• 総務省の電波システム海外展開プロジェクトとして採択（R２～R４）さ
れたGBAS実証実験をタイ国において行っている。国土交通省航空局
では、総務省と連携し、主にソフトインフラ面でのサポートを実施して
いる。

• スワンナプーム国際空港（2009年開港。滑走路：4000m×１、3700m×１）
にGBASを導入し、実証実験を実施する。

• 実証実験で得られた運用実績により、我が国製GBASの海外展開を進め
る。

＜GBAS導入のメリット＞
GBAS１式で、全滑走路をサポート
柔軟な進入経路及び自由な着陸地点設定が可能
離陸前の航空機の誘導路運用の効率化

※総務省の電波システム海外展開プロジェクト

我が国メーカーが開発した優れた技術を有する電波システムについて、アジア諸
国を起点にグローバルな展開活動を支援するため、 平成29年度より複数の実証実
験プロジェクトをアジア諸国でスタートさせている。

GBAS概要

スワンナプーム国際空港

GPS衛
星

機上装置

VHFデータ送信装置 データ処理装置

基準局受信機

補強信号

曲線精密進入

直線精密進入

補強信号

事業内容

４ー８．今後の取り組み④_管制分野（タイ・スワンナプーム国際空港におけるGBAS導入）

地上からGPSの精度や安全性を向上させる補強信号、航空機の

進入降下経路情報を送信し、航空機を安全に滑走路へ誘導する
ためのシステム

GBAS（Ground-Based Augmentation System：
地上直接送信型衛星航法補強システム）

• 2020年1月 プロジェクト開始

• 2020年3月～メールやWeb会議を通じてプロジェクトの役割分担を確定

• 2021年度 機器製造及び機器の設置を実施

• 2022年度 GBAS関連の訓練を8月より実施中

11月にデモフライト実施予定

• 2023年3月 実証実験機材引き渡し
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• プロジェクト名：ASEANにおけるGNSS導入計画の要員養成プロジェクト
GNSS Implementation Plan Training in ASEAN（GIPTA）

• プロジェクトの背景：

国際民間航空機関 (ICAO) により、人工衛星を利用した全地球的航法衛星システム（GNSS）の導入が推奨され
ているが、ASEANでは導入が遅れている。

GNSSの整備は、民間航空の安全性の向上と就航率の向上による経済成長を確保する上で有効である。ASEAN
地域の国々では、GNSSの導入を望んでいる。

ASEAN地域にGNSSを円滑に導入するため、GNSSの導入計画を策定できる人材を養成することが重要となる。

• 本プロジェクトは日・ASEAN統合基金（JAIF：Japan-ASEAN 
Integration Fund）を活用しており、実施主体は日本のコンサ
ルタント会社。

• ASEAN加盟諸国の技術者や行政官を招集し、セミナー及び
訓練を実施する。

• ASEAN加盟国におけるGBAS/SBAS導入計画の策定を支援
することにより、質の高い我が国製システムの輸出も視野に
入れ、海外インフラ展開の一助とする。

• 2019年11月 「第17回日ASEAN交通大臣会合」（ベトナム・
ハノイ）で日アセアン交通連携プロジェクトとして
採択

• 2022年 9月 行政官向けセミナーをフィリピンで実施予定

• 2022年11月 実務者向け訓練をフィリピンで実施予定

事業概要

事業内容

４ー９．今後の取り組み④_管制分野（ASEANにおけるGNSS導入計画の要員養成プロジェクト）
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Google earthより

静止衛星

GPS衛星

SBAS信号 ｱｯﾌﾟﾘﾝｸ信号

航法信号

監視局

ｱｯﾌﾟﾘﾝｸ局

航法統制局

観測信号

【 SBASのイメージ図 】

経緯・スケジュール
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2021 2022 2023 2024 2025

現在の技術協
力プロジェクト

次期技術協力
プロジェクト

ネパールJICA技術協力：
トリブバン国際空港における飛行処理能力強化のための航空管制業務改善プロジェクト

長期専門家（JCABより）

航空航法システム運用能力向上プロジェクト
(2018.1－2023.9)

目標

以下の３点に関する技術協力を実施し、トリブバン国
際空港（TIA)における飛行処理能力の拡大に必要な
能力を向上させる

① TIAにおけるATFM/ A-CDMの導入に必要な能力
の向上

② カトマンズ管制区の空域運用効率化に必要な能力
の向上

③ TIAの運用効率化のための航空保安システム導入
に必要な能力の向上

協力期間： 2022年後半から3年間の予定

協力相手先機関： ネパール民間航空庁（CAAN）

長期専門家： 1名（航空局より派遣予定）

・チーフアドバイザーとして各訓練や会議、本邦研修、

短期専門家受け入れの調整等、全活動の支援

短期専門家： コンサルや航空局からの派遣

・ATFM (※1)/A-CDM (※2)、飛行方式設計、通信、航法、

監視、航空管制等

(※1)ATFM・・・航空交通流管理：飛行経路の調整、飛行計画の承認及び交通流制御等の実施により安全で秩序正しく効率的な航空交通流を形成する業務
(※2)A-CDM・・・空港運用に係るステークホルダー間の協調的意思決定を実現し、空港運用能力の全体強化を図る取り組み

４ー10．今後の取り組み④_管制分野（ネパールJICA技術協力）

コロナの影響
により延伸中
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